
教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成１９年度にて

総エネルギー投入量：５１１，３８７GJ

電気 ４０１，４８４GJ（４０，２６９MWh）

ガス ２８，６６７GJ（６１８k�）

重油 ８０，８６９GJ（２，０６８k�）

灯油 ３６７GJ（１０k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１４２，２０９�

化学物質：

PRTR対象物質取扱量 ４，５２７�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：４８２，８７８�

市水 ２１，８８８�

井水 ４６０，９９０�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６９１名） 共同研究受入件数（１３５件）

大学院修了者（５０８名） 受託研究受入件数（１４５件）

修 士（３８６名） 特許出願件数（６８件）

博 士（１２２名） ライセンス・オプション契約（１４件）等

温室効果ガス等：

CO２排出量 ２９，３９７t

電気 ２２，３４９t

ガス １，４１８t

重油 ５，６０５t

灯油 ２５t

化学物質排出量・移動量

PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ：２１�（大気排出）
：７８０�（事業所外移動）

ジクロロメタン：２１０�（大気排出）
：３９０�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ４８２，８７８�

P.47

P.48・51

P.48

P.49

P.52

P.52

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

46 Environmental Report 2007



環境負荷の状況

総エネルギー投入量

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

3.000�

2.500�

2.000�

1.500�

1.000�

0.500�

0.00

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

17年度� 18年度� 19年度�

522,873
506,203 511,387

1.6464 1.6132

1.6934

年 度
平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

項 目
電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電 気
（MWh） ４０，８０３ ３９，９５５ ４０，２６９

ガ
ス
（�）

１３A ５３０ ５０６ ６１７

プロパン １ １ １

重 油
（k�） ２，３３９ ２，１５８ ２，０６８

灯 油 ０ ０ １０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

（GJ）

電 気 ４０６，８０８ ３９８，３４８ ４０１，４８４

ガ

ス

１３A ２４，５４５ ２３，４２６ ２８，６０１

プロパン ６５ ７１ ６６

計 ２４，６１０ ２３，４９７ ２８，６６７

重 油 ９１，４５５ ８４，３５８ ８０，８６９

灯 油 ０ ０ ３６７

合 計 ５２２，８７３ ５０６，２０３ ５１１，３８７

床面積当りエネ
ルギー消費量
（対１７年度比）

（GJ／�）

１．６４６４

（１００％）

１．６１３２

（９７．９％）

１．６９３４

（１０２．８％）

（参考）延床面積
（�） ３１７，５９０ ３１３，７９０ ３０１，９８０

新規稼働棟
（�）

坂本１他
５７８

（熱帯医学
研究所他）

文教２他
－３，７９８

（サークル
セ ン タ ー
増・工学部
改修、同窓
会館減 他）

文教１、文
教２
改修工事
－１７，１４９

投入エネルギーの内訳

＊データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文
教町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成１７年から平成１９年度の３年間の総エネルギー投

入量は約５１０，０００GJでほぼ横ばいの値になっていま
すが、１９年度は前年度より約１％上昇しています。要
因として坂本２団地の新病棟完成における試運転調整
等及び気象変動が主な要因であると考えられます。
なお、投入量は、１世帯４人家族の年間エネルギー

使用量に換算すると約１１１，１７１世帯相当分となります。
※１世帯４人家族 ４．６GJ
出典：京都議定書の削減約束達成に向けた「国民行動の目安」
のポイント（平成１７年７月１２日、経済産業省・環境省発表）

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（１３A） １k� ４６．３GJ

・プロパンガス １k� ９８．６GJ
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）

�床面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
平成１９年度は前年度より床面積当たりのエネルギー

消費量が約５％上昇しています。要因として平成１９年
度に工学部、水産学部、教育学部、附属中学校の建物
改修工事がおこなわれ建物使用面積が少なくなったた
めです。

�投入エネルギーの内訳
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電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

17年度� 18年度� 19年度�

142,209
135,028

141,327

水資源投入量

水

800,000�

700,000�

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

4.00�

3.50�

3.00�

2.50�

2.00�

1.50�

1.00�

0.50�

0.00

m3 m3/m2

総使用量（m3）� 使用量原単位（m3/m2）�

17年度� 18年度� 19年度�

1.71
1.59 1.60

542,759

496,747 482,878

年 度
平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２３，４７４ ２１，２８４ ２１，８８８

井水 ５１９，２８５ ４７５，４６３ ４６０，９９０

合計 ５４２，７５９ ４９６，７４７ ４８２，８７８

床面積当
たり上水
使用量
（対１７年
度比）
（�／�）

市水 ０．０７
（１００％）

０．０７
（１００％）

０．０７
（１００％）

井水 １．６４
（１００％）

１．５２
（９２．７％）

１．５３
（９３．３％）

合計 １．７１
（１００％）

１．５９
（９３％）

１．６０
（９４％）

（参考） （�）
延べ床面積 ３１７，５９０ ３１３，７９０ ３０１，９８０

水源の内訳の推移

平成１７年度から平成１９年度の３年間の電気使用量は
約４０，０００MWhで横ばいの値になっていますが１９年度
は前年度より約１％上昇しています。これは坂本２団
地の新病棟完成に伴う設備の試運転調整による電気使
用量の増加が要因として考えられます。

ガス使用量の増加については、建物改修工事でガス
式空調機を多数導入したこと、及び冬季の平均気温が
平成１９年度は前年度より低かったため、暖房時のガス
使用量も増加したものと思われます。

重油の使用量は年々減少しています。１９年度の減少
の要因としては文教町１団地（附属中学校）、文教町
２団地の暖房用ボイラー（油焚き）の使用を取りやめ
たためと思われます。

使用量は、各年度毎に見るとほぼ横ばい傾向で推移
しています。
使用量の増減については、各年度における新規事業

や当該年度限りに発生する特殊要因的な事業など年度
期間内における事業内容及び事業規模が影響している
ものと思われます。
今後とも、両面コピー等の経費節減及び電子化を推

進することによりペーパーレス化を行い、使用量の低
減を図る予定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量は減少しています。要因として建物改修でト
イレなどに節水用水栓の導入や、省エネ対策の啓発に
よる節水への取組みなどが結果に現れていると思われ
ます。

■水資源投入量の推移
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35,000�

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.20000�

0.18000�

0.16000�

0.14000�

0.12000�

0.10000�

0.08000�

0.06000�

0.04000�

0.02000�

0.00000

t t/m2

総排出量（t）� 排出量原単位（t/m2）�

17年度� 18年度� 19年度�

0.09510

0.09300

0.09735

30,202
29,184 29,397

CO２排出量
年 度

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度
項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

（t）

電 気 ２２，６４６ ２２，１７５ ２２，３４９

ガ

ス

１３A １，２１３ １，１５８ １，４１４

プロパン ４ ４ ４

計 １，２１７ １，１６２ １，４１８

重 油 ６，３３９ ５，８４７ ５，６０５

灯 油 ０ ０ ２５

合 計 ３０，２０２ ２９，１８４ ２９，３９７

床面積当り
CO２排出量

（対１７年度比）
（t／�）

０．０９５１０

（１００％）

０．０９３００

（９７．８％）

０．０９７３５

（１０２．４％）

（参考）延床面積
（�） ３１７，５９０ ３１３，７９０ ３０１，９８０

CO２排出量内訳の推移

平成１７年度から平成１９年度のCO２排出量は横ばいの

値になっていますが、平成１９年度は前年度より約１％

上昇しています。要因として坂本２団地の新病棟が完

成し設備の試運転調整によるエネルギー使用量が増え

たことによるものと考えられます。今後は地球温暖化

対策にむけ更にCO２排出量の削減に取組む必要がある

と考えています。

■CO２排出量の推移

※単位について

CO２排出量換算係数は、以下の通り

電気 １KWh ０．５５５�
ガス・都市ガス（１３A） １� ２．２９�

・プロパンガス １� ５．８９�
重油 １� ２．７１�
灯油 １� ２．４９�

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
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化学物質の排出量・移動量

平成１７年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１（基礎地区） 坂本キャンパス２（病院地区） 文教キャンパス
合計

計 医学部
（基礎）

先導生命科学研
究支援センター

熱帯医学
研究所 計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部 計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交

流センター

２ アクリルアミド ６，７７０ ４，０３５ ４０５ ２，３３０ ３，１２０ ７００ ０ ２，４２０ １９，３４２ ６００ １８，７１５ ０ ０ ２７ ０ ２９，２３２

１２ アセトニトリル １１，４５０ ６，４４０ ５，０１０ ０ ７８６ ７８６ ０ ０ ８１２，６３１ ４１，３９５ ７０８，９９５ ４，００９ ２３，５１６ ３４，７１６ ０ ８２４，８６７

４７ エチレンジアミン四酢酸 ３５１ ２３１ １０ １１０ ８，７７９ ２，２３３ ０ ６，５４６ １，０９８ ６４０ ４５０ ０ ８ ０ ０ １０，２２８

６３ キシレン ４８，０６０ ４５，０６０ １，０００ ２，０００ １３７，９４６ ７４，３８０ ３１，８８６ ３１，６８０ １３，６２８ ０ ２，０７６ ０ ０ １１，５５２ ０ １９９，６３４

９５ クロロホルム １２，２８７ １１，３３７ ４０ ９１０ ３，４９４ １，０００ ３３３ ２，１６１１，１３４，４６９１８５，７９１ ９４１，４１１ ０ ６，０９０ ２１８ ９５９１，１５０，２５０

１４５ ジクロロメタン ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０１，５６９，０４２７０１，１３８ ７６５，２００ １３，５５６ ５３，１１１ ３６，０００ ３７１，５６９，０４２

２２７ トルエン ２６，０３２ ２６，０３２ ０ ０ ２，００５ ２，００５ ０ ０ １５５，６２４１３６，１０５ １４，０８６ ０ ０ ５，４３３ ０ １８３，６６１

２６６ フェノール ７，６０９ ６，６４９ ３０ ９３０ ２，５１２ ８１２ ７００ １，０００ ２，１２６ ６８５ １，４４１ ０ ０ ０ ０ １２，２４７

２９９ ベンゼン １１２，６２４ １１２，６２４ ０ ０ ３，９４０ ４４０ ３，５００ ０ ７２，０６８ １５，４９３ ４８，５００ ５，３８８ ０ ２，６８７ ０ １８８，６３２

３１０ ホルムアルデヒド ３６２，４４９ ３５８，２９２ ４７ ４，１１０ ３７，９５１ １７，７０９ １８３ ２０，０５９ １４，７３０ ４３５ ２，７２８ ２２ ０ １１，５４５ ０ ４１５，１３０

※小数点以下は四捨五入で表示

計 ４，５８２，９２３�

PRTRとは
（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動

量届出制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのよ

うな発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃

棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握

し、集計し、公表する仕組みです。

対象としてリストアップされた化学物質を製造したり使用した

りしている事業者は、環境中に排出した量と、廃棄物や下水とし

て事業所の外へ移動させた量とを自ら把握し、行政機関に年に１

回届け出ます。

－環境省ホームページより－

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/about/about-1.html

長崎大学坂本キャンパス１、２および文教キャンパスは、PRTR法（化学物質排出

把握管理促進法）対象事業所に該当します。そのため、共同研究交流センター環境安

全マネージメント部門では、各キャンパスごとにPRTR法第１種指定化学物質取扱

量を調査・集計し、一定量以上のものについては、環境中への排出量および廃棄物等

としての移動量として報告しています。取扱量の調査は、平成１４年度から開始してお

り、過去の集計結果はすべて環境安全マネージメント部門のホームページで公表して

います（http://www.ep.nagasaki-u.ac.jp/prtr/prtr.htm）。

平成１９年度の調査では、取扱量が１トンを超えた物質は、文教キャンパスのクロロ

ホルムとジクロロメタンとなりました。個々の化学物質の取扱量は年度によって異な

りますが、文教キャンパスでのジクロロメタンの取扱量は、平成１５年度から一貫して

１トンを超えています。

環境負荷及びその低減に向けた取組の状況50
En

viro
n

m
e

n
ta

lR
e

p
o

rt2007



平成１８年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１（基礎地区） 坂本キャンパス２（病院地区） 文教キャンパス
合計

計 医学部
（基礎）

先導生命科学研
究支援センター

熱帯医学
研究所 計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部 計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交

流センター

２ アクリルアミド ８，１９４ ３，１３０ ２５０ ４，８１４ ２，９０３ １５０ ４００ ２，３５３ ７，４０４ ５００ ５，５１１ ０ １４ １，３７９ ０ １８，５０１

１２ アセトニトリル １０，３５８ ３５８ １０，０００ ０ ２０，１８３ ０ １９，８６９ ３１４ ６６６，２４３ ４６，１１９ ５６３，４９６ ３，３８３ １４，１４４ ３９，１０１ ０ ６９６，７８４

４７ エチレンジアミン四酢酸 ６４９ ５３８ １ １１０ ６，６８４ ０ １３８ ６，５４６ １，２２６ ５３５ ６７１ ０ ９ １１ ０ ８，５５９

６３ キシレン ３７，０５４ ３１，９７４ ５，０００ ８０ ９６，２１７ ３１，８１２ ３１，３６５ ３３，０４０ ３４，４１０ ０ １３，１８２ ０ ０ ２１，２２８ ０ １６７，６８１

９５ クロロホルム ６，５６９ ５，６５１ ２０ ８９８ ４５，６４２ ２００ ４，８１１ ４０，６３１ ９３４，２５２１０６，３０９ ８２４，２６８ ０ １，１４９ １，６３６ ８９０ ９８６，４６３

１４５ ジクロロメタン ０ ０ ０ ０ １３ ０ ０ １３１，５２６，０００８２９，３７７ ５９５，９０９ １４，６１９ ６２，８０５ ２３，２９０ ０１，５２６，０１３

２２７ トルエン １５，３１６ １５，０００ ０ ３１６ １，３０８ ６１５ ０ ６９３ ２６８，６５１２１３，５７２ ５２，７１３ ０ ０ ２，３６６ ０ ２８５，２７５

２６６ フェノール ３，６６４ ２，５０７ ０ １，１５７ ９，９５１ １００ ２５０ ９６０１ ２，５９１ ３１５ ２，０９８ ２ ６ １７０ ０ １６，２０６

２９９ ベンゼン ８９ １ ０ ８８ ４，９０２ ４４０ ４，４１８ ４４ １０８，７３６ １５，０５３ ４３，５３０ ４７，４６６ ５０ ２，６３７ ０ １１３，７２７

３１０ ホルムアルデヒド ９８，０３１ ９７，２４２ ０ ７８９ ４４，９５２ １６３ ４１，０９２ ３，６９７ ４８，８５７ ６２ ２，７４０ ３６，０１０ ０ １０，０４５ ０ １９１，８４０

平成１９年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１（基礎地区） 坂本キャンパス２（病院地区） 文教キャンパス
合計

計 医学部
（基礎）

先導生命科学研
究支援センター

熱帯医学
研究所 計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部 計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交

流センター

２ アクリルアミド ８，００３ ４，０６６ １５０ ３，７８７ １，９０３ ５００ ５５０ ８５３ ７，８９２ ８００ ５，８２３ ０ ６４６ ６２３ ０ １７，７９８

１２ アセトニトリル １９，６７０ ２３８ １０，０００ ９，４３２ ３４，５５０ ０ ３４，５５０ ０ ８４５，９９０ １５，４５９ ７７３，５０２ １，９９４ １８，８６０ ３６，１７６ ０ ９００，２１１

４７ エチレンジアミン四酢酸 ８８２ ６７４ ０ ２０８ ６，３２３ ０ ５５０ ５，７７３ ５００ ３５ ３７９ ０ １６ ０ ７０ ７，７０５

６３ キシレン ３７，１１４ ３１，５４７ ５，５６８ ０ １７２，９６１ ９０，３２９ １９，００８ ６３，６２４ ７，８１６ ７２ ２，５１７ ０ １，１７９ ４，０４８ ０ ２１７，８９１

９５ クロロホルム ２７，２１７ ２２，６４４ １３８ ４，４３５ ３０９，１８５ ２，０３２ ２７４，８６９ ３２，２８４ １，１７０，６３１ １１５，６０２ １，０５０，２１０ ０ ３，８７３ ０ ９４６１，５０７，０３３

１４５ ジクロロメタン ３，９８７ ３，９８７ ０ ０ ３７６ ０ ３７６ ０ １，０５９，６９６ ６５５，７８２ ３１７，９１８ ７，５８５ ６５，１２１ １３，２９０ ０１，０６４，０５９

２２７ トルエン １５，４９０ １５，０００ ０ ４９０ ６，９２２ ５３７ ０ ６，３８５ １２５，４２８ ８６，４１８ ３８，５７５ ０ ２ ４３３ ０ １４７，８４０

２６６ フェノール １０，１１７ ６，４３９ ３５０ ３，３２８ ４，１５０ ７５０ ０ ３，４００ ４，７６３ ８７９ ２，２５１ ０ ７１３ ４１９ ５００ １９，０３０

２９９ ベンゼン １５８ １５８ ０ ０ １４，０００ １３，９５６ ０ ４４ ２５，８６３ １，１０９ １０，３７５ １１，７４２ ０ ２，６３７ ０ ４０，０２１

３１０ ホルムアルデヒド ８５，５２８ ７８，５９７ ５２ ６，８７９ ３７１，６３２ ６，４７７ ３６１，６５６ ３，４９８ １４８，１９２ ２１０ １，５５６ １０８，０００ ９９ ３８，３２７ ０ ６０５，３５２

計 ４，０１１，０４９�

※小数点以下は四捨五入で表示

計 ４，５２６，９４０�

※小数点以下は四捨五入で表示
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平成１７年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ５７ ３２０ ０．８３

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７２０ ８２０ ０．０

平成１８年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２７０ ０．０２７

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７９０ ０．０

平成１９年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２１ ２１０ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ３．２ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７８０ ３９０ ０．０２４

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

６２８
２１３
１１９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０１
１３４

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４７６
９４
５９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１６
１５８

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルム、ジクロロメタンおよび特別要件に該当するダイ

オキシン類については、排出量および移動量を調査し、

その結果を長崎県に報告しました。PRTR法では、人

や生態系に有害な恐れがある化学物質を調査対象とし

ています。クロロホルムやジクロロメタン等をはじめ

とするこれらの化学物質の取扱量削減への取り組みは、

環境リスクの低減に向けた今後の検討課題といえます。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っています。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属 等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）

・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶

・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されています。）

平成１８年度

平成１９年度

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

ます。
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有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�

17年度� 18年度� 19年度�

36,410
37,887

39,684

3,2322,730 2,640

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 １７年度 １８年度 １９年度

重 油 ５６７，００９ ４２０，２３８ ４０９，０８６

軽 油 １６４，４１４ １８２，００３ １９３，８８５

単位：�

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は、近年、増加し続けてきました

が、平成１９年度は実験廃液削減の努力が実を結び、有

機系廃液回収量としては９年ぶりに減少傾向に転じま

した。今後も引き続き、薬品の効率的な使用等による

実験廃液削減の努力が求められます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

…省エネルギーのための取組…

○冷暖房中の室温調整

従前に配付した簡易温度計付きステッカーを利用し

た各研究室及び事務室の温度管理の徹底。

（夏季＝２８度以上、冬季＝２０度以下）

また、冷暖房中における窓、出入口の無駄な開放禁

止の徹底。

○クールビズ、ウォームビズの推進

６月１日～１０月３１日まで、執務室での軽装を実施。

簡易温度計付きステッカーの配布
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撤去前の重油炊き蒸気ボイラー 高効率の電気式空調機及びガス式空調機の屋外機

従来の水銀灯ランプ外灯 省エネランプの外灯

○省エネ機器の導入

・文教町２団地では、長年暖房を重油炊き蒸気ボイラーで行ってきましたが、建物の耐震改修に伴い、暖房を含

めた空調設備を高効率の電気式空調機及びガス式空調機へ随時転換し、この度重油炊き蒸気ボイラーを撤去しま

した。これにより、平成１９年度は、CO２を１４t（３０世帯相当分）削減することができました。

ちなみに重油の消費量は、平成１６年度は１２６k�、平成１７年度は１２０k�、平成１８年度は８０k�で、平成１９年度は０k�
となりました。

・学内の外灯は、夜間の保安上必要不可欠なものですが、これまでの水銀灯ランプは、消費電力が大きいもので

した。近年、従来の器具と照度が同等で消費電力の少ない（４７％減）器具に更新し、学内全団地の整備を行って

います。

この外灯照明器具は、消費電力が少ないとともにランプ寿命が６万時間と長寿命でランプ交換コストの軽減に

も寄与しています。

平成１９年度は、文教町２団地で外灯１３基更新し、年間５８０kWh（１世帯相当分）を節減することができました。
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・変圧器は、九州電力からの高圧電力を低圧電力に変

換するもので、電気設備では、重要な機器です。

この変圧器は、鉄と銅で作られていて、電気を使用

しても使用しなくても常に電力損失が発生します。近

年この損失を改善した変圧器の開発が促進されてきま

した。

建物改修に伴い、高効率変圧器を１１台更新し、年間

１６，２８５kWh（２８世帯相当分）を節減することができま

した。

○センサー付き照明器具の導入

建物改修に伴い、廊下及び階段等の通路部分は、人

が近づくと照明が点灯する人感センサー付き照明器具

を導入しました。

人感センサー付き階段照明器具を３５台更新すること

により、年間２，７６５kWh（５世帯相当分）を節減する

ことができました。

○節電

昼休み時間の消灯、パソコン類の電源OFF及び使

用しないスペースの消灯の実施により、事務局におい

ては年間２，７６５kWh（５世帯相当分）を節減すること

ができました。

○節水

トイレの便器を１９５個節水型（従前比２３％減）に改

修し、年間１４，６００�（５６世帯相当分）を節水すること

ができました。

高効率変圧器

人感センサー付き階段照明器具

昼休み消灯中の事務室
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○屋上緑化の推進

屋上緑化は、断熱効果

が優れているため、大規

模改修工事等においては

積極的な採用に努めてい

ます。既存建物の改修で

は、積載荷重等の制約が

生じますが、軽量システ

ム化された汎用品が最近

一般化されてきたため、

平成１９年度に改修工事を

実施した工学部及び水産

学部の建物の一部に屋上

緑化を採用しました。

また、附属病院の施設

整備においては、多様な

効果を期待して、より積

極的に屋上緑化を採用し

ました。断熱効果の観点

からは、常時、室内環境

の適切な管理が求められ

る病棟やエントランス

ホールの大空間の屋上に

採用するとともに、癒し

の環境創出を目的として、

低木等による屋上庭園整

備を実施しました。

○緑地保全の推進

現在の緑の濃い、静穏な片淵キャンパス（経済学部）

の環境を維持し、勉学に最適な環境を確保することは今

後とも必要です。

他方でキャンパス周辺の交通量はバイパス建設後に増

加し続けて、東側の狭い市道にも車が頻繁に通る状況と

なり、市道拡幅工事が策定され、その結果、経済学部の

土地を一部譲渡し、敷地境界線付近の樹木が伐採される

こととなりました。

そのため、平成１９年度末から拡幅される市道と本学の

境界部分には、緑地をあらためて形成すると共に、防音

壁を設置して増える交通量からの騒音を軽減して緑と静

かな環境を確保することとしました。

なお、工事に支障となる樹木のうち、移植可能と思わ

れるものについては、できるだけキャンパス内への移植

を実施しています。

…その他の取組…

（工学部）
施工面積：６５�
植栽樹木：イヌツゲ、ゴールデンジェム

（水産学部）
施工面積：７７�
植栽樹木：フェリアブラン、シバザクラ

（医学部・歯学部附属病院）
施工面積：２７３�
植栽樹木：セイヨウイワナンテン、

フッキソウ、ヤブラン等

（医学部・歯学部附属病院）
施工面積：５０�
植栽樹木：セダム
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○グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」という

観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進すると

ともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能な社

会を構築を推進することを目指しています。また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事

業者及び国民の責務などについても定めています。（グリーン購入ネットワークホームページより引用）

グリーン購入・調達の事例

・古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省エネ

性能の高い事務機器、低公害車、再生材を使用した原材料等

平成１９年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標調達率 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

紙類（６品目）

コピー用紙 １００％ １４２，２０９．００� ０．００� ０％ ０％ ＊

インクジェット他 １００％ １６，１１１．９０� １６，１１１．９０� １００％ １００％

文具類（６５品目）

シャープペンシル他 １００％ ６，５２１本 ６，５２１本 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ２５，７５３冊 ２５，７５３冊 １００％ １００％

事務用封筒 １００％ ２７５，５７６枚 ２７５，５７６枚 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ３４，６２１個 ３４，６２１個 １００％ １００％

オフィス家具等（１０品目） １００％ ７，９９７台 ７，９９７台 １００％ １００％

ＯＡ機器（１９品目）

購入 １００％ ２，１９２台 ２，１９２台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ １２６台 １２６台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ２，００７台 ２，００７台 １００％ １００％

電池・カートリッジ・計算機等 １００％ ３０，５９１個 ３０，５９１個 １００％ １００％

家電製品（５品目） １００％ ２２４台 ２２４台 １００％ １００％

エアコン等（３品目） １００％ ６９台 ６９台 １００％ １００％

温水器等（１品目） １００％ ２台 ２台 １００％ １００％

照明（３品目）

蛍光灯照明器具 １００％ ５６台 ５６台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ８，２３３本 ８，２３３本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ １５６個 １５６個 １００％ １００％

自動車（２品目） １００％ １台 １台 １００％ １００％

カーナビゲーションシステム １００％ １個 １個 １００％ １００％

消火器（１品目） １００％ １０２本 １０２本 １００％ １００％

制服・作業服（２品目） １００％ ２，７０７着 ４１０着 １５％ １５％

インテリア・寝装寝具（６品目） １００％ ２，９５０枚 ２，１４５枚 ７３％ ７３％

作業手袋（１品目） １００％ ９３７組 ９３７組 １００％ １００％

その他繊維製品（２品目） １００％ １０８枚 １０８枚 １００％ １００％

＊コピー用紙については、製紙メーカー各社による紙製品における古紙パルプ配合率の偽装により、本学の仕様と
乖離した製品が納入されていたため、目標率を達成することができませんでした。
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